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研究（原著）

3歳児の親の育児困難感・発達で気になることと
5歳児での神経発達症疑いとの関連

山本三希子 1），李 廷秀 2），佐々木美奈子 2），森 克美 3）

〔論文要旨〕
5歳児健診は自閉スペクトラム症（ASD）と注意欠如・多動症（ADHD）を中心とした神経発達症の早期発見と
早期支援へつなげる重要な役割を担っている。しかし，全国での実施には至っておらず，法定健診である 3歳児健
診で神経発達症の「早期発見」・「早期支援」することが期待されている。本研究では 3歳児の親の「育児困難感」，
「子どもの発達で気になること」と 5歳児健診での発達所見との関連を明らかにすることを目的とした。首都圏内
の一地域で 5歳児健診を受診し，妊娠期からのデータが得られた親子 1,490組の母子保健データを二次利用した。5
歳時点の発達所見として子どもに「ASD or ADHD」あるいは「その他の発達所見」があることと，3歳時点の保
護者の「育児困難感」および「子どもの発達で気になること」との関連を多項ロジスティック回帰分析により分析
した結果，「育児困難感」と「子どもの発達で気になること」ありのオッズ比（OR）とその 95%信頼区間（CI）は，
「ASD or ADHD」では 2.97（1.63-5.40）と 2.60（1.58-4.28）であり有意な正の関連であった。3歳児健診で「育児
困難感」または「子どもの発達で気になること」を保護者が訴える場合は，家庭での経過観察も含めた健診後の支
援方針を検討する必要がある。また，自治体は，保護者が家庭で経過観察をすることも含めた支援体制づくりの構
築を検討することで，時機を逃さずに保護者と子どもを支援へつなげられる可能性がある。
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Ⅰ．目 的

2013年に DSMの第 5版への改訂が行われ，神経発
達症は自閉スペクトラム症（autism spectrum
disorder：以下 ASDとする），注意欠如・多動症
（ attention-deficit / hyperactivity disorder：以 下
ADHDとする）を含む 7分類となった。国内では発
達障害者支援法が制定され，発達障害の早期発見・早
期支援は自治体の責務となり，自治体が実施している
乳幼児健康診査の担う役割１）が増大している。乳幼児
健康診査は健診のシステムや乳幼児期という子どもの

年齢から，「早期発見」・「早期支援」の対象となる
中心的な神経発達症は ASDと ADHDである１）。乳幼
児期に ASDと ADHDがある子どもは，保育園や幼
稚園などの通園先では集団への参加の困難があり，就
学後は学習の困難も加わり，子どもの生活の質
（Quality Of Life；以下 QOLとする）が低く自尊感情
が育ちにくいため２），子どもたちの将来を見据え ASD
と ADHDを「早期発見」・「早期支援」することは
重要である。
法定健診（母子保健法に規定される 1歳 6か月児健

康診査と 3歳児健康診査）で唯一 3歳以降に実施され
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るのは 3歳児健康診査であるが，幼児期早期であり健
康診査だけでは神経発達症を判断することは困難であ
る。知的な遅れがない，または，知的能力障害（知的
発達症）が軽度までの神経発達症の子どもの「早期発
見」・「早期支援」は，集団生活が始まる幼児期以降
に行動特性が顕在化する例が多いため，国内では多く
の子どもが集団生活を経験する 5歳児を対象に実施す
る 5歳児健康診査が有用である２）。しかし，5歳児健
康診査は法定健診（母子保健法に規定される 1歳 6か
月児健康診査と 3歳児健康診査）ではなく，費用や人
員資源などの課題があり，実施自治体は平成 24年時
点で全国の 1割程度とされている３）。
また，遺伝要因以外の妊娠期からの環境要因として，
ASDと ADHDについては低出生体重４～７），妊娠中の
異常４～６），妊娠中の内服４），母親の妊娠中の喫煙４～６），妊
娠中の飲酒４），出産時の異常５，６），男児であること４～６），
新生児期の異常４～６），出生順位５，６），父母の高齢４～６），父
母の精神疾患の既往６，７），親の職業６，７），不妊治療４，７），乳
幼児期の健康診査での発達の指摘４）などとの関連が注
目され，検討されている。しかし，国内では，1市に
おいて周産期から 5歳児健診（訪問型）の過去 8年間
の性別，分娩状況，妊娠時の状況，保護者問診表，健
診結果などを χ 2検定または Fisherの正確確率検定に
より分析した後ろ向きコホート研究８）があるのみであ
る。研究の結果，5歳児健康診査までの乳幼児健康診
査で発達の経過観察が不要であったものの，5歳児健
康診査では経過観察が必要となった子どもは，乳幼児
期早期のコミュニケーションの不全，上下肢の協調運
動の発達遅延，就寝時間が 22時以降の割合が多かっ
た８）ことの報告にとどまっており，神経発達症との独
立した関連を分析した研究は本稿執筆時まで見当たら
ない。
3歳児の母子手帳の問診項目として，保護者の「育
児困難感」と「子どもの発達で気になること」がある。
「育児困難感」は，育児において苦しみ悩むこと９）を示
し，5歳児発達相談の対象児童の保護者の 51.3％が幼
児期に育児困難感を抱き１０），5歳児健診で発達所見あ
りと診断された子どもの場合，1歳 6か月・2歳・3
歳の時に，保護者の育児困難感ありの割合が有意に高
かった１１）との報告がある。保護者の「育児困難感」に
関連する要因として，母親の精神疾患１２，１３），低出生体
重１２），出生順位１３，１４），性別１３，１４），父母の年齢１３～１５），母の
職業１２，１３，１５）があるが，これらは上述の通り ASDや

ADHDとの関連が示唆されている要因であることか
ら，育児困難感と神経発達症の関連を検討する際には
これらの要因との関連を考慮する必要がある。「子ど
もの発達で気になること」については，子どもと日常
生活を共にしている保護者には，園などで他児との関
りを観察する機会を通して誰よりも早く子どもの発達
特性に気づきがあり，発達に課題を認識する可能性が
ある。実際，大学病院で ASDの診断を受けた子ども
の保護者を対象とした調査では，保護者が子どもの発
達で気になった時期は 1～4歳が多かった４）とされてい
る。別の報告では，保護者が「子どもの発達で気にな
ること」を察知する時期が早いと ASDの診断時期も
早まり，早期に適切な支援へつなげること１６）ができる
とされ早期の気づきは重要といえる。したがって，3
歳児の保護者は 5歳児の時点での神経発達症の診断を
予測している可能性がある。しかし，神経発達症と 3
歳児の保護者の「育児困難感」，「子どもの発達で気に
なること」を交絡要因も含め関連を検討した研究は本
稿執筆時まで見当らなかった。
そこで，本研究は 5歳児健康診査における神経発達

症の疑いの中で ASDと ADHDに焦点をあて，3歳児
の保護者の「育児困難感」，「子どもの発達で気になる
こと」との関連を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．対象と方法

1．研究デザイン

症例対照研究

2．研究対象者

研究に協力した自治体は，首都圏内の一地域であり，
令和 2年の人口数は 7万人弱，年間出生数は 600～700
人であり，同年の合計特殊出生率は全国平均の 1.33
に近い 1.32で東京都の 1.12と比較するとやや高く，オ
フィス街，商業地，住宅地エリアが分かれている地域
である。同地域において，平成 29年 4月から令和 2
年 3月の間に 5歳児健康診査を受診した子どものうち
出生時から同地域に在住している子どもと保護者を研
究対象者の候補として後述の通り保健センターのデー
タベースから抽出した結果，1,518組が該当した。こ
のうち，データ利用の同意を得られなかった 8組，5
歳児健康診査前に神経発達症の診断を受けていた 7組，
5歳児健康診査の診察所見が不明であった 13組の計
28組を除外し，最終的に 1,490組の子どもと保護者を
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研究対象者とした。なお，G*power3.1を使用し標本
の大きさを計算した結果，χ 2検定（検出力 0.95，効
果量 0.3，有意水準 0.05と設定）の実施には全体で 220
人が必要であり，ロジスティック回帰分析の実施には
説明変数の 10倍以上の人数が必要とされる１７）ので，今
回は十分な数の対象者を確保できると判断した。

3．用語の定義

先行研究より，本研究では育児困難感は育児におい
て苦しみ悩むこと９）と定義した。「育児困難感」，「子ど
もの発達で気になること」は研究を実施した地域が厚
生労働省令に基づき乳幼児健康診査の問診項目を作成
していた。そのため，本研究における「育児困難感」
は，問診表の「育児に対して困難を感じることはあり
ますか？」に「はい」と回答した場合を「育児困難感
あり」と判定した。また，「子どもの発達で気になる
こと」については，問診表の「お子さんの発達で気に
なることはありますか？」に「はい」と回答した場合
を「子どもの発達で気になることあり」と判定した。

4．データの収集方法と期間

研究を実施する X地域に研究対象者となるものの
データの 2次利用を申請し，同地域のデータ管理責任
者に電子カルテシステムからデータを抽出してもらっ
た。入力漏れや入力間違いなどの理由で電子カルテか
ら必要なデータを収集できなかった場合は，紙の健康
診査結果および問診表から可能な限りデータを補充す
るよう依頼した。各時点でデータを収集する調査項目
は以下のⅰ～ⅲの通りとした。
ⅰ 新生児訪問時：妊娠中の異常の有無（「あり」の
場合はその内容），妊娠中の内服の有無（「あり」の場
合はその内容），母親の妊娠中の喫煙の有無，妊娠中
の飲酒の有無，不妊治療の有無，出産時の異常の有無
（「あり」の場合はその内容），在胎週数，子どもの性
別，新生児期の異常の有無（「あり」の場合はその内
容），出生時の体重，出生順位，保護者の精神疾患の
既往歴，出生時の保護者の年齢（高齢である 35歳以
上か未満か），保護者の職業（医療従事者かそれ以外
か）
ⅱ 3歳児健診時：育児困難感の有無，保護者が子

どもの発達で気になることの有無，診察での発達所見
（「あり」の場合はその内容）
ⅲ 5歳児健診時：診察での発達所見の有無（「あ

り」の場合は「ASD疑い」，「ADHD疑い」など小児
神経専門医または小児の神経発達症の診断経験がある
小児科医が有と判断した内容）

5．倫理的配慮

本研究は，東京医療保健大学の倫理審査委員会の承
認を得て実施した（承認番号：院 33-4B）。研究地域
では，新生児訪問や乳幼児健康診査時に保護者に対し
健診を担当する保健師が，個人を特定されないよう十
分配慮した上で本研究の目的を説明し研究のために
データを用いる場合があることを口頭と書面で説明を
した後，同意する保護者から署名を得た。同意を得ら
れた保護者には，途中で同意を撤回することもできる
ことを職員は口頭でも説明した。また，本調査期間中
に，研究内容とともに同意を撤回できることを記載し
た案内文を研究地域の保健センター内に掲示し，研究
対象者が同意を撤回（オプトアウト）できるようにし
た。研究地域のデータ管理責任者が連結不可能に匿名
化したデータセットの提供を受け，筆頭著者が保健セ
ンターで分析を行った。

6．分析方法

まず，保護者の属性，「育児困難感」，「子どもの発
達で気になること」について基本統計量を求めた。つ
ぎに，5歳児健康診査の小児発達専門医または小児科
医により記載された子どもの発達所見を基に，研究対
象者を 3群に分類した。①「ASD疑い」，「ADHD疑
い」のいずれか，②「限局性学習症（specific learning
disorder：以下，SLDとする）疑い」，「知的能力障害
（intellectual disability：以下，IDとする）疑い」や，
かんしゃくや強いこだわりなどの発達特性が認められ
所見ありの場合を「その他の発達所見」に，③所見な
しと判断された場合は「発達所見なし」に分類した。
なお，対象の中には，「ASD疑い」と「ADHD疑い」
の両方に該当する子どもが多数いたことから，「ASD
疑い」，「ADHD疑い」，「ASD疑いと ADHD疑い」を
合わせて「ASD or ADHD」とした。
そのうえで，「ASD or ADHD」，「その他の発達所

見」，「発達所見なし」それぞれの群について 3歳児の
保護者の「育児困難感」の有無，「子どもの発達で気
になること」の有無を Fisherの正確確率検定で比較
した。
それから，「ASD or ADHD」と「その他の発達所
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見」それぞれに対し，発達所見「なし」を参照カテゴ
リーにした 5歳児健康診査の所見を目的変数とし，説
明変数（3歳児の保護者の「育児困難感」と「子ども
の発達で気になること」の有無）との関連について，
先行研究を踏まえ，性別，出生順位，出生体重，在胎
週数，出生時の異常，新生児期の異常，不妊治療，妊
娠中の異常，妊娠中の内服，妊娠中の喫煙，妊娠中の
母親の飲酒，父母の年齢，父母の職業，父母の精神疾
患の既往，3歳児健診での診察での発達所見を調整変
数とした多項ロジスティック回帰分析を行った。
分析には JMP16.0を使用し，統計的有意水準は 5％
とした。検定を複数回行うことを考慮して，Holmの
方法で検定の多重性を調整１８）した。

Ⅲ．結 果

1．研究対象者の属性

研究対象者の基本属性を表 1に示した。子どもに
関する項目のうち，性は男児の割合がやや高く
（52.3％），出生順位は 1子目の割合が高かった（59.1％）。
出生体重の平均（±標準偏差）値は 3,015.57（±412.93）g，
2,500g未満は 131人（8.8％）で，4,000g以上の巨大
児は 10人であった。在胎週数の平均値は 38.73（±
1.53）日，36週未満は 76人（5.1％）であった。出産
時の異常ありは 28.8％，新生児期の異常ありは 13.4％
であった。3歳児健康診査での発達所見ありは 64人
（7.6％）であった。
保護者に関する項目のうち，不妊治療ありは 15.2％

であった。妊娠中の母親に関する項目では，異常あり
は 47.7％，内服ありは 39.5％であったものの，喫煙
あり（0.9％），飲酒あり（2.3％）の該当割合は低かっ
た。父母に関する項目では，先行研究で関連の報告が
あり収集できたデータの中から出生時の保護者の職業
が医療従事者であったのは父親 11.2％，母親 9.2％，精
神疾患の既往ありの母親は 4.9％，父親は 0.3％であっ
た。出生時の保護者の平均年齢は，母親は 33.78歳，
父親は 35.98歳であった。3歳児健康診査での「育児
困難感」ありは 70.0％で，「子どもの発達で気になる
こと」ありは，30.0％であった。
5歳児健康診査における発達所見の内訳を性別に表

2に示した。「ASD疑いのみ」は全体の 4.5％で 68人
中 47人（6.1％）が男児であり「ADHD疑いのみ」は
全体の 12.1％で 180人中 136人（17.5％）が男児，「ASD
疑い and ADHD疑い」は全体の 2.2％で 33人中 30

人が男児であった。「その他の発達所見」は全体の
16.9％で，協調運動症，情動障害，言語障害，行動障
害の「その他」が全体の 16.2％を占め，「SLD疑いの
み」と「ID疑いのみ」を合わせて 10人（0.7％）で
あった。

2．神経発達症疑いと親の育児困難感・子どもの発達で気
になること

5歳児健康診査での神経発達症疑いの有無により分
類した「ASD or ADHD」，「その他の発達所見」，「発
達所見なし」の 3群間における，3歳児健康診査の問
診表記載時の「育児困難感」と「子どもの発達で気に
なること」の有無の割合を比較した結果を表 3に示
した。
「育児困難感」ありについては 3群間に有意な差が
みられ，「ASD or ADHD」でその割合が最も高かっ
た。
「子どもの発達で気になること」ありについては 3
群間に有意な差がみられ，「ASD or ADHD」でその
割合が最も高かった。

3．神経発達症疑いと親の「育児困難感」「子どもの発達
で気になること」との関連（多項ロジスティック回帰
分析）

「5歳児健康診査での発達所見」と 3歳児親の「育
児困難感」，「子どもの発達で気になること」との関連
を分析するため，多項ロジスティック回帰分析を行っ
た結果を表 4に示した。なお，調整変数の中の妊娠
中の喫煙，父の精神疾患の既往は該当者数が少なかっ
たため，分析項目から除外した。
分析の結果，「育児困難感」ありは，なしに比べて

「ASD or ADHD」であるオッズ比（OR）が 2.97（95%
信頼区間（CI）：1.63-5.40），「親が子どもの発達で気
になること」ありは，なしに比べて「ASD or ADHD」
であるオッズ比が 2.60（1.58-4.28）と，ともに有意に
高かった。この結果は検定の多重性を調整しても変わ
らず，「育児困難感」と「子どもの発達で気になるこ
と」は「ASD or ADHD」との関連がみられた。
一方，調整変数のうち，「ASD or ADHD」には性

別，出生順位との間に有意な関連がみられ，男児が女
児に比べ，1子目が 2子目以降に比べ，「ASD or
ADHD」であるオッズ比がそれぞれ 4.73，2.36と有意
に高かった。「その他の発達所見」は，性別との間に
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表 1　対象者の属性
項目 分類 人数

（n）
割合
（%）

平均値 SD

子どもに関する項目
子の性別（人） 男 784 52.3

女 715 47.7
出生順位（人） 1子目 881 59.1

2 子目以降 609 40.9
出生体重（人/g） 1482 3015.57 412.93

2500g 未満 131 8.8
2500g 以上 1351 91.2

在胎週数（人/週） 1482 38.73 1.53
36 週未満 76 5.1
36 週以上 1406 94.9

出産時の異常＊1（人） あり 366 28.8
なし 903 71.2

新生児期の異常＊2（人） あり 177 13.4
なし 1145 86.6

健診の診察での発達所見（人） あり 64 7.6
（3 歳児健康診査） なし 778 92.4
親に関する項目
不妊治療（人） あり 100 15.2

なし 556 84.8
妊娠中の異常（母）＊3（人） あり 423 47.6

なし 465 52.4
妊娠中の内服（母）（人） あり 350 39.5

なし 536 60.5
妊娠中の喫煙（母）（人） あり 8 0.9

なし 879 99.1
妊娠中の飲酒（母）（人） あり 20 2.3

なし 866 97.7
出生時の父年齢（人/歳） 1490 35.98 5.62

35 歳以上 842 56.5
35 歳未満 648 43.5

出生時の母年齢（人/歳） 1488 33.78 4.49
35 歳以上 646 43.4
35 歳未満 842 56.6

出生時の父の職業（人） 医療従事者 163 11.2
医療従事者以外 1288 88.8

出生時の母の職業（人） 医療従事者 136 9.2
医療従事者以外 1350 90.8

父の精神疾患の既往（人） あり 4 0.3
なし 1485 99.7

母の精神疾患の既往（人） あり 73 4.9
なし 1417 95.1

育児困難感（人） あり 174 14.6
（3 歳児健康診査） なし 1018 85.4
親が子どもの発達で気になること（人） あり 358 30.0
（3 歳児健康診査） なし 835 70.0
＊1　帝王切開（203 人），前早期破水（60 人），大量出血（60 人），吸引分娩（43 人），骨盤位（33
人），分娩遷延・分娩停止（24 人），鉗子分娩（16 人），臍帯巻絡（14 人）他
＊2　黄疸（71 人），呼吸障害（61人），保育器収容（12人），低血糖（6人），新生児仮死（5人），感
染症（5人）他
＊3　貧血（Hb11g/dl 以下）（212 人），切迫流早産（110 人），妊娠悪阻（84 人），妊娠性高血圧（33
人），妊娠糖尿病（29 人），蛋白尿（17 人），浮腫（11 人），感染症（6人）他

有意な関連がみられ，男児が女児に比べ 2.47と有意
に高かった。

Ⅳ．考 察

本研究では，一地域において自治体が実施している
5歳児健康診査，新生児家庭訪問，乳幼児健康診査の
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表 2　5 歳児健康診査での発達所見の内訳

数（人） 合計に占める
割合（%） 男児（人）

合計に占める
男児の割合
（%）

女児（人）
合計に占める
女児の割合
（%）

発達所見あり 533 35.8 355 45.8 178 24.9
ASD or ADHD 281 18.9 213 27.5 68 9.5

ASD疑いのみ 68 4.5 47 6.1 21 2.9
ADHD疑いのみ 180 12.1 136 17.5 44 6.2
ASD疑い and ADHD疑い 33 2.2 30 3.9 3 0.4

その他の発達所見 252 16.9 142 18.3 110 15.4
SLD 疑いのみ 1 0.1 0 0.0 1 0.1
ID 疑いのみ 9 0.6 8 1.0 1 0.1
その他＊1 242 16.2 134 17.3 108 15.1

発達所見なし 957 64.2 420 54.2 537 75.1
合計 1490 775 715

ASD：自閉スペクトラム症（Autism Spectrum Disorder）ADHD：注意欠如・多動症（Attention-Deficit/Hyperactivity Disorder）
SLD：限局性学習症（Specific Learning Disorder）ID：知的能力障害（Intellectual Disability）
＊1　協調運動症（30 人），情動障害（54 人），言語障害（104 人），行動障害（64 人）

表3　5 歳児健康診査の所見と 3歳児健康診査での親の「育児困難感」「子どもの発達で気になること」との関係

項目
ASD or ADHD その他の発達所見 発達所見なし

p 調整 p値 1n （%） n （%） n （%）
育児困難感 あり  61 25.9  40 19.2  73  9.8 ＜0.001 ＜0.001

なし 175 74.2 168 80.8 675 90.2
親が子どもの発達で あり 123 51.9  78 37.5 157 21.0 ＜0.001 ＜0.001
気になること なし 114 48.1 130 62.5 591 79.0

Fisher の正確確率検定　1：Holm の方法による調整 p値

データを二次利用し，神経発達症のうち ADHDと
ASDについて 5歳児の状態に焦点をあて，3歳児の
保護者の「育児困難感」と「子どもの発達で気になる
こと」との関連を明らかにすることを目的とした。
3歳児の保護者の「育児困難感」と「子どもの発達

で気になること」について，「ASD or ADHD」との
間に有意な正の関連がみられたことは，3歳児健康診
査で「育児困難感」や「子どもの発達で気になること」
を訴える保護者の中には ASDまたは ADHDの子ど
もを抱えている可能性が高いことを意味すると考えた。
そのため，「育児困難感」や「親が子どもの発達で気
になること」への支援だけではなく，子どもの発達の
状況を踏まえた健康診査後の支援の方針を検討する必
要があるであろう。具体的には，3歳児健康診査の時
点で発達への支援が必要ないとされる場合であっても，
家庭での子どもの発達の確認のポイントや相談が必要
なタイミングなどを保護者へ助言することによって，
相談が必要な時期には保護者の訴えをきっかけに支援
へつなげるということである。保護者の協力を得た体
制作りをすることで，5歳児健康診査を実施していな

い自治体では支援が必要な時期を逃さずに支援へつな
げられる可能性がある。

1．5歳児健康診査の所見と 3歳児の親の「育児困難感」
との関連

保護者の「育児困難感」については，5歳児健康診
査で発達所見があると 3歳児健康診査の育児困難感が
ある割合が高かったとする報告１１）と同じ結果であり，
本研究では 3歳児の保護者の「育児困難感」と「ASD
or ADHD」との関連が明らかになった。
ASDは 1歳 6か月あるいは 2歳時には行動特性が

強く現れるとされるため，この時期は，ASDに気づ
くために重要な年齢１９）であり，保護者の「育児困難感」
の評価には子どもの行動特性が強く現れてから保護者
の困難感が生じるまでの時間的な経過を考慮する必要
がある。つまり，子どもの神経発達症に関する保護者
の「育児困難感」については，3歳児健康診査でより
詳細に保健師や医師などが確認することが望ましいと
考える。また，就学後に二次障害へつながりやすいと
される軽度までの知的の遅れは，幼児期以降に臨床的
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な症状が顕在化してくる１）とされていることからも，法
定健康診査の中で幼児期に唯一実施される 3歳児健康
診査で保護者の「育児困難感」を確認することは重要
と考える。
5歳児健康診査を実施していない自治体でも，多く

で問診項目として「育児困難感」の有無は確認されて
いるが，子どもの神経発達症が要因の 1つであると保
健師などの専門職が十分認識できていない可能性があ
る。支援が必要な時期に支援がおこなわれる体制へつ
なげるためには，3歳児健康診査で保護者が「育児困
難感」を訴える場合は，どのような時にそれを感じる
のか，子どもの発達の状況と関係するのかどうか保護
者への丁寧な聞き取りが必要である。そして，家庭で
の経過観察のポイントの保護者への助言も含めた 3歳
児健康診査後の支援の方針を検討することが求められ
るであろう。また，5歳児健康診査後の小学校 1年生
でのフォローアップ研究では，5歳児健康診査で発達
についての所見がなくても学校場面において発達的な
課題を呈する場合も少なからずあり，発達を医学モデ
ルのみで診るのではなく就学などの環境との相互作用
も含めた社会的な視点からのフォローアップが必要２０）

と報告されている。神経発達症は環境的要因により症
状が顕在化したり，あるいは二次障害へ移行しやすい
ため，健康診査という一時点だけで「診断」や「早期
発見」をするだけではなく，入園や入学などで生じる
環境の変化も含めて継続して状況を把握した上で助言
をする必要がある。
一方で，保護者が幼児期より前に「育児困難感」を
抱いていても，集団生活が始まり保育士などから助言
を受けなければ保護者が発達上の課題と結びつけるこ
とに抵抗を感じる９）例もあり，子どもに関する地域の
支援者は保護者に十分な配慮が必要である。

2．5歳児健康診査の所見と 3歳児の親の「子どもの発達
で気になること」との関連

保護者の「子どもの発達に気になること（3歳児健
康診査）」は，「ASD or ADHD」と関連がみられた。
保育園などから紹介があり 5歳で発達相談を受けそ
の後に医療機関で診断を受けた子どもの中には，保護
者が「落ち着きのなさ」や「かんしゃく」などの発達
に関係することを 3歳ごろには感じていた例がある１０）

とされている。5歳より前の時点で知的な遅れがない，
または，軽度知的能力障害までの神経発達症を発見す

ることは時期が早い１）という懸念もあったが，本研究
の結果から，5歳児の神経発達症疑いと 3歳児の親の
「子どもの発達で気になること」との間に関連が認め
られ，保護者に子どもの発達に気になることがある場
合は，子どもが ASDまたは ADHDの診断がつく状
態にある可能性は，保護者に子どもの発達に気になる
ことがない場合に対して約 3倍高かった。毎日一緒に
過ごす保護者だからこそ子どもの発達について気付い
ていることを示す結果といえる。
小中学生で通常学級に在籍する軽度までの知的発達

の遅れを持つ神経発達症の児童生徒の調査によると，
現行の法定健診では発達障害を意識した健診システム
が組まれていない２１）とされている。乳幼児健康診査は，
限られた時間で子どもの身体発育や子育て支援など確
認する受診率が良好な法定健診での発達のスクリーニ
ングを検討する２２）ことが求められているが，健康診査
の場だけで神経発達症を見極めるのは困難２１）であるの
が現状である。
また，保護者による「子どもの発達で気になること」

への意識の違いから，行政が提供する支援の幅に差が
出る場合２０）がある。本研究でも 3歳児健康診査で発達
に関する所見ありとされた子どもの数と，3歳児健康
診査で「子どもの発達で気になること」があるとした
保護者の数が一致していなかった。つまり，健康診査
で発達に関する所見がなくても何らかの気づきがある
だけではなく，子どもに発達に関する所見があっても
意識していない，または，子どもに発達に関する所見
がなくても過度に気になっているが一定数いるという
ことである。そのため，気づきに頼り過ぎるのではな
く，健康診査時の専門職の観察力の向上に努めること
や，一時点での判断が難しいことをふまえ通園先など
の日頃の情報も踏まえて今後の支援方針を検討するな
どの工夫が必要であろう。

3．研究の限界

育児困難感についてはさまざまな評価指標が作成さ
れているが，本研究では問診票の質問項目を使用して
おり，指標としての信頼性・妥当性は確認できていな
い。また，子どもの診断については 5歳児健康診査で
の所見をもとにしたため，診断の妥当性については評
価できていない。
一方で，本研究では医療機関のデータではなく自治

体の集団健診のデータを利用したことでいわゆる「グ
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レーゾーン」とよばれる子どもを含めることができた。
また，保護者の「育児困難感」と「子どもの発達で気
になること」との関連については，交絡する可能性の
ある因子を調整することで関連を明らかにできたこと
が本研究の強みである。

Ⅴ．結 論

3歳児健康診査において「育児困難感」または「子
どもの発達で気になること」を訴える保護者へは，子
どもの発達所見がその時点で判定されていなくても，
家庭での観察のポイントや相談が必要な場合を指導す
る経過観察も含めた健診後の支援方針を検討すること
が必要である。
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〔Summary〕
Health checkups for 5-year-old children play an important role in the early detection and support of
neurodevelopmental disorders such as autism spectrum disorder (ASD) and attention-deficit/hyperactivity
disorder (ADHD). However, they have not been implemented nationwide in Japan. The purpose of this study,
therefore, was to use information from 5-year-old child health examinations to clarify the relationship between the
detection of developmental disorders, parental child-rearing difficulties, and concerns in child development up to
age 3. Maternal and child health data from gestational age were used as secondary data for 1,490 pairs of parents
and children for whom data were available at birth after undergoing a 5-year-old child health examination in one
municipality in the suburbs of the Tokyo metropolitan area. Using logistic regression analysis, the association
between “ASD or ADHD” or “other developmental findings” as developmental findings at age 5 years and
“childcare difficulties” or “anxiety about child development” at age 3 years was 2.97 (1.63-5.40) for “ASD or
ADHD” and was 2.60 (1.58-4.28). When parents complain of “child-rearing difficulties” or “developmental anxiety”
at the 3-year-old child health checkup, it is necessary to consider a support policy after the checkup, including
follow-up at home.

Key words: parental childcare difficulties, parental worry about child development, Neurodevelopmental
disability detection, 5-year-old health checkup, 3-year-old health checkup
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